
平成２４年度三郷市普通会計決算状況調書

埼 玉 県 市 町 村 団体コード

区      分 決 算 額 構成比 対前年度増減率 住民一人当たり額(円) 区 分 決 算 額 構 成 比 対前年度増減率 住民一人当たり額(円) 充当一般財源等
平成２２年 131,415 平成22年 4,357 地方税 19,741,812 45.7% 0.2% 146,763 議会費 326,768 0.8% -12.6% 2,429 326,768
平成１７年 128,278 平成17年 4,253 第１次産業 第２次産業 第３次産業 地方譲与税 285,860 0.7% -6.4% 2,125 総務費 6,083,936 14.9% 15.9% 45,229 5,529,117
増 加 率 2.4% 平成22年 119,288 22年国調 781 17,719 43,518 利子割交付金 35,887 0.1% -11.6% 267 民生費 16,083,672 39.5% 4.5% 119,568 7,677,827

平成25年3月31日 134,515 平成17年 116,561 構 成 比 1.2% 26.6% 65.3% 配当割交付金 36,227 0.1% 14.4% 269 衛生費 2,627,157 6.4% -2.5% 19,531 2,361,487
平成24年3月31日 130,701 17年国調 938 21,429 42,830 株式等譲渡所得割交付金 10,487 0.0% 33.8% 78 労働費 203,134 0.5% -42.5% 1,510 32,925
増 加 率 2.9% 構 成 比 1.4% 31.3% 62.5% 地方消費税交付金 1,079,918 2.5% 0.7% 8,028 農林水産業費 87,406 0.2% 1.9% 650 84,138

自動車取得税交付金 124,183 0.3% 77.2% 923 商工費 296,153 0.7% 2.3% 2,202 108,007
地方特例交付金 122,874 0.3% -42.6% 913 土木費 5,223,312 12.8% 24.1% 38,831 2,632,879
地方交付税 1,969,125 4.5% 5.8% 14,639 消防費 1,765,273 4.3% 14.5% 13,123 1,377,962
うち普通交付税 1,663,123 3.8% 5.4% 12,364 教育費 3,747,473 9.2% -4.1% 27,859 2,332,095
うち特別交付税 306,002 0.7% 8.3% 2,275 災害復旧費 30,066 0.1% -77.3% 224 0
交通安全対策交付金 23,827 0.0% -3.0% 177 公債費 4,298,883 10.6% 2.4% 31,958 4,171,441
分担金・負担金 417,337 1.0% 156.3% 3,103 諸支出金
使用料・手数料 689,770 1.6% -2.1% 5,128 繰上充用金

国庫支出金 7,374,510 17.1% 9.7% 54,823
県支出金 2,065,343 4.8% -2.5% 15,354
財産収入 12,600 0.0% 3.4% 94
寄附金 10,282 0.0% -54.6% 76
繰入金 1,252,341 2.9% -29.8% 9,310
繰越金 2,361,946 5.5% 87.4% 17,559
諸収入 1,882,028 4.3% 42.5% 13,991
地方債 3,708,700 8.6% 10.4% 27,571

合          計 43,205,057 100% 5.9% 321,191 合 計 40,773,233 100% 6.1% 303,113 26,634,646

人件費 7,345,404 18.0% -2.5% 54,607 25.6% 27.7%
うち職員給 4,988,230 12.2% -2.0% 37,083

職 員 数 平均年齢(歳) 扶助費 9,945,339 24.4% 2.5% 73,935 12.6% 13.7%
627 42.7 公債費 4,298,883 10.6% 2.4% 31,958 17.2% 18.7%
11 49.8 物件費 5,842,282 14.3% 0.4% 43,432 18.0% 19.5%

160 41.4 維持補修費 650,816 1.6% 10.3% 4,838 2.4% 2.6%
20 49.1 補助費等 2,063,502 5.1% 7.9% 15,340 5.5% 6.0%

うち一部事務組合分 824,328 2.0% -9.1% 6,128 2.0% 2.1%
818 42.6 うち一部事務組合分以外 1,239,174 3.1% 23.4% 9,212 3.6% 3.9%

決 算 額 繰出金 4,048,091 9.9% 0.4% 30,094 10.0% 10.9%
1,790,335 貸付金 338,200 0.8% 0.2% 2,514 0.0% 0.0%

4,594 投資及び出資金 合 計 22,138,146 91.5% 99.1%
1,257 積立金 1,624,786 4.0% 54.4% 12,079

129,650 繰上充用金
449 普通建設事業費 4,585,864 11.2% 46.9% 34,092 22,337,968
21 うち補助分 2,953,274 7.2% 98.2% 21,955 18,890,122

4,811 うち単独分 1,605,368 3.9% 4.8% 11,934 1,365,778
17,822 うち県営事業負担金分 27,222 0.1% -72.4% 202 35,887

1,948,939 災害復旧事業費 30,066 0.1% -77.3% 224 46,714
失業対策事業費 124,183

1,663,123
122,874

4,055,386 23,827
- 56,578
- 4,884

合 計 40,773,233 100% 6.1% 303,113 3,998

都道府県 三 郷 市 112372

人                 口 面   積    (K㎡) 30.16
市町村
類型

Ⅲ－１
平成24年度交付
税種地区分

Ⅱ－８
1　歳入内訳 ２　歳出内訳（目的別）

国勢調査
人口
密度

産          業          構          造
区          分

人口集
中地区 就業

人口
住 民 基
本 台 帳

平成２５年３月
３１日世帯数 56,692

区                   分 平成２４年度 平成２３年度 区 分

歳入総額 A 43,205,057 40,789,469
基準財政需要額 17,223,307
基準財政収入額 15,559,705

歳出総額 B 40,773,233 38,427,523
標準財政規模 23,693,210
財政力指数 0.914

歳入歳出
差 引 額

C : A-B 2,431,824 2,361,946
実質収支比率 9.7%
公債費比率 12.2%

翌年度に繰り
越すべき財源

D 123,475 195,823
債務負担行為を含む公債費比率 12.3%
起債制限比率 11.1%

実質収支 E : C-D 2,308,349 2,166,123
公債費負担比率 14.4%
義務的経費比率 53.0%

単年度収支 F 142,226 1,144,536
歳入一般財源等比率 67.3%
実質債務残高比率 192.4%

積 立 金 G 1,624,452 1,034,129
ラスパイレス指数 105.9
歳入一般財源等 29,056,600

繰上償還金 H 0 0
地方債現在高 38,142,783
債務負担行為額のうち翌年度以降支出予定額 7,435,259

積 立 金
取 崩 額

I 806,367 1,539,415
職員一人当たりの人口 164

区 分 決 算 額 構成比 対前年度
増 減 率

住民一人当たり額(円) 充当一般財源等 うち経常一般財源等 経常収支比率
減収補てん債(特例分)
と臨時財政対策債を
除く経常収支比率実質赤字比率 - %

実質単年度
収支

J : F+G+H-I 960,311 639,250
連結実質赤字比率 - % 6,499,807 6,192,810
実質公債費比率 9.3% 4,185,747

区 分 一人当たりの給料月額(円) 将来負担比率 74.1% 3,059,695 3,059,083
一般職員 315,115 区 分 決 算 額 構成比

4,171,441 4,171,441
教育公務員 434,627 4,528,780 4,364,920
消防職員 310,944

市町村
民税

個人 7,307,034 37.0%
604,569 581,391

技能労務職員 315,129 1,859,679 1,339,048
臨時職員

法人 1,255,644 6.4%
824,328 477,079

合                    計 315,906 1,035,351 861,969
区 分 公 営 企 業 等 へ の 繰 出 固定資産税 8,824,948 44.7%

3,774,324 2,429,453

積
立
金
現
在
高

財政調整基金
上水道 7,295

0 0
減債基金

軽自動車税 123,522 0.6%
公共施設整備基金

公共下水道 1,230,000
1,623,850

経 常 一 般 財 源 収 入
減収補てん債(特例分)と
臨時財政対策債を経常
一般財源から除いた額常磐新線対策基金

市町村たばこ税 1,378,974 7.0%
中央都市整備推進基金

国民健康保険 1,069,875
512,501 24,199,668

地域福祉基金
特別土地保有税

130,263 ・地方税
みどりの基金

介護保険 892,412
375,416 ・地方譲与税、地方消費税交付金

被災者支援がんばろう基金
都市計画税 851,690 4.3%

6,822 ・利子割交付金
合　　　　計

土地開発基金 - 計 19,741,812 100%

その他 15,000 税徴収率 92.5%

・自動車取得税交付金

後期高齢者医療 821,149
・地方交付税（普通）

介護サービス 34,655
0 ・配当割、株式等譲渡所得割交付金

・地方特例交付金
計 ・交通安全対策特別交付金

収益
事業

収入額
税実質徴収率 92.5%

・使用料、手数料
収入比率

定額
運用
基金

注３　「一般財源等」とは、一般財源に特定財源中一般財源と同様に使用される財源を加えたものを言う。 注５　地方債現在高は、公営企業会計として経理する介護サービス事業分については、除いている。

・財産収入

注１　単位については、特に指示のあるものを除き、金額については「千円」、人数については「人」とする。 26,634,646 ・その他　
注２　「減収補てん債(特例分)と臨時財政対策債を除く経常収支比率」とは、減収補てん債(特例分)と臨時財政対策債を経常一般財源から除
いた場合の経常収支比率である。

注４　介護サービス事業は、市直営のディサービス事業であるため、決算統計上は公営企業会計として経理する。


